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第１ 労災保険制度 

 

 １ 労災保険制度の概要 

(1) 労災保険の目的 

労働者災害補償保険(労災保険)は、業務上の事由又は通勤による労働者

の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必

要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又

は疾病にかかった労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援

護、労働者の安全及び衛生の確保等を図り、労働者の福祉の増進に寄与す

ることを目的としています。  

(2) 労災保険の対象 

労災保険の対象となるのは、労働者の業務上の事由による負傷、疾病、

障害又は死亡（業務災害）及び労働者の通勤による負傷、疾病、障害又は

死亡（通勤災害）です。 

業務災害又は通勤災害に該当するか否かは、労働者(死亡の場合はその

遺族等)から提出された請求書に基づき、事業場の所在地を管轄する労働

基準監督署長（以下「所管労働基準監督署長」といいます。）が決定しま

す。 

なお、請求書だけで判断できない場合は、必要な調査が行われます。 

業務災害及び通勤災害の考え方については、パンフレット「労災保険給

付の概要」を参照してください。 

(3) 労災保険給付の種類 

業務災害に関する保険給付には、療養補償給付、休業補償給付、障害補

償給付、遺族補償給付、葬祭料、傷病補償年金、介護補償給付が、通勤災

害に関する保険給付には、療養給付、休業給付、障害給付、遺族給付、葬

祭給付、傷病年金、介護給付があります。 

業務災害の保険給付には、「補償」という文字が入っており、通勤災害

の保険給付には入っていません。また、葬祭に関する保険給付のみ、業務

災害では「葬祭料」、通勤災害では「葬祭給付」といいます。 

その他、業務災害及び通勤災害に関しない保険給付として、二次健康診

断等給付(※船員は対象外)があります。 

それぞれの保険給付の内容については、パンフレット「労災保険給付の

概要」の「労災保険給付等一覧」を参照してください。 

ア 療養(補償)給付 
 (※「療養（補償）給付」は、業務災害の「療養補償給付及び複数事業労働者療

養給付たる療養の給付」と通勤災害の「療養給付」を合わせた表記です。以

下同様です。) 

労働者が、業務または通勤が原因で負傷したり、病気にかかって療養

を必要とするとき、療養補償給付（業務災害の場合）、複数事業労働者

療養給付（複数業務要因災害の場合）または療養給付（通勤災害の場合）

が支給されます。 

療養(補償)給付には、「療養の給付」と「療養の費用の支給」とがあ
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ります。 

「療養の給付」は、労災病院や指定医療機関・薬局等(以下「指定医

療機関等」といいます。)で、無料で治療や薬剤の支給等を受けられま

す(これを現物給付といいます。)。 

「療養の費用の支給」は、近くに指定医療機関等がないなどの理由で、

指定医療機関等以外の医療機関や薬局等で療養を受けた場合に、その療

養にかかった費用を支給する現金給付です。 

給付の対象となる療養の範囲や期間はどちらも同じです。療養(補償)

給付は、治療費、入院料、移送費など通常療養のために必要なものが含

まれ、傷病が治ゆ(症状固定)するまで行われます。 

治療用装具(※業者から購入した場合)や通院費(※一定の支給要件がありま

す。)については、現物給付ができないため現金給付となります。 

詳しいことについては、パンフレット「療養(補償)給付の請求手続」

を参照してください。 

イ 休業(補償)給付 

労働者が、①業務上の事由又は通勤による負傷や疾病による療養のた

め、②労働することができないため、③賃金を受けていない、という３

要件を満たす場合に、その第４日目から、休業補償給付(業務災害の場

合)又は休業給付(通勤災害の場合)と休業特別支給金が支給されます。 

休業の初日から第３日目までを待期期間といい、この間は業務災害の

場合、事業主が労働基準法の規定に基づく休業補償を行います。 

詳しいことについては、パンフレット「休業(補償)給付 傷病(補償)

年金の請求手続」を参照してください。 

ウ 障害(補償)給付 

業務又は通勤が原因となった負傷や疾病が治ったとき、身体に一定の

障害が残った場合には、障害補償給付(業務災害の場合)又は障害給付

(通勤災害の場合)が支給されます。 

残存障害が、障害等級表に掲げる障害等級に該当するとき、その障害

の程度に応じて、それぞれ下記のとおり支給されます。 

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合

もあります。 

詳しいことについては、パンフレット「障害(補償)給付の請求手続」

を参照してください。 

エ 遺族(補償)給付 

業務又は通勤が原因で亡くなった労働者の遺族に対し、遺族補償給付

(業務災害の場合)又は遺族給付(通勤災害の場合)が支給されます。 

また、葬祭を行った遺族などに対して、葬祭料(業務災害の場合)又は

葬祭給付(通勤災害の場合)が支給されます。 

遺族(補償)給付には、遺族(補償)年金と遺族(補償)一時金の２種類が

あります。 

詳しいことについては、パンフレット「遺族(補償)給付 葬祭料(葬
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祭給付)の請求手続」を参照してください。 

オ 葬祭料・葬祭給付 

業務又は通勤が原因で亡くなった労働者の葬祭を行った遺族などに

対して、葬祭料(業務災害の場合)又は葬祭給付(通勤災害の場合)が支給

されます。 

詳しいことについては、パンフレット「遺族(補償)給付 葬祭料(葬

祭給付)の請求手続」を参照してください。 

カ 傷病(補償)年金 

業務又は通勤が原因となった負傷や疾病の療養開始後１年６か月を

経過した日又はその日以後、次の要件に該当するとき、傷病補償年金(業

務災害の場合)又は傷病年金(通勤災害の場合)が支給されます。 

① その負傷又は疾病が治っていないこと。 

② その負傷又は疾病による障害の程度が傷病等級表の傷病等級に

該当すること。 

詳しいことについては、パンフレット「休業(補償)給付 傷病(補償)

年金の請求手続」を参照してください。 

キ 介護(補償)給付 

障害(補償)年金又は傷病(補償)年金の受給者のうち障害等級・傷病等

級が第１級の方すべてと第２級の「精神神経・胸腹部臓器の障害」を有

している方が現に介護を受けている場合、介護補償給付(業務災害の場

合)又は介護給付(通勤災害の場合)が支給されます。 

詳しいことについては、パンフレット「介護(補償)給付の請求手続」

を参照してください。 

ク 二次健康診断等給付 

労働安全衛生法に基づいて行われる定期健康診断等のうち、直近のも

の(一次健康診断)において、脳・心臓疾患に関連する一定の項目に異常

の所見がある場合に、二次健康診断等給付が受けられます。 

なお、一次健康診断の担当医師により「異常なし」と診断された場合

であっても、労働安全衛生法に基づき事業場に選任されている産業医等

が、就業環境等を総合的に勘案し、異常の所見を認めた場合には、産業

医等の意見を優先します。 

詳しいことについては、パンフレット「二次健康診断等給付の請求手

続」を参照してください。 

(4) 保険給付の請求手続 

保険給付を受けるためには、被災労働者又はその遺族等が所定の保険給

付請求書に必要事項を記入して、所轄労働基準監督署長(二次健康診断等

給付については、事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長（以下、「所

轄労働局長」といいます。)に提出することが必要です。病院・薬局等を

経て所轄労働基準監督署長（所轄労働局長）に提出する場合は、提出先は

病院・薬局等になります。 

なお、「傷病(補償)年金」については、所轄労働基準監督署長の職権に
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よって行われますので、保険給付請求書はありませんが、療養開始後１年

６か月を経過しても傷病が治っていないときは、その後１か月以内に「傷

病の状態に関する届」(様式１６号の２)を所轄労働基準監督署長に提出し

なければなりません。また、療養開始後１年６か月を経過しても傷病(補

償)年金の支給要件を満たしていない場合は、毎年１月分の休業(補償)給

付を請求する際に、「傷病の状態等に関する報告書」(様式１６号の１１)

を併せて提出しなければなりません。 

各種保険給付請求書の名称・様式と提出先は次の表のとおりです。 

 

 保険給付請求書の様式名と提出先 

給付の種類 請求書の名称・様式 提出先 

療養（補償）給付 

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる

療養の給付請求書(5 号) 

療養給付たる療養の給付請求書(16 号の 3) 
病院・薬局等

(を経て所轄労

働基準監督署

長) 

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付を受ける

指定病院等(変更)届(6号) 

療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届(16 号の 4) 

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付た

る療養の費用請求書(7号) 

療養給付たる療養の給付請求書(16 号の 5) 

所轄労働基準

監督署長 

休業（補償）給付 
休業補償給付支給請求書(8 号) 

休業給付支給請求書(16 号の 6) 

障害（補償）給付 
障害補償給付支給請求書(10 号) 

障害給付支給請求書(16 号の 7) 

遺族（補償）給付 

遺族補償年金支給請求書(12 号) 

遺族年金支給請求書(16 号の 8) 

遺族補償一時金支給請求書(15 号) 

遺族一時金支給請求書(16 号の 9) 

葬祭料・葬祭給付 
葬祭料請求書(16 号) 

葬祭給付請求書(16 号の 10) 

介護（補償）給付 
介護補償給付・介護給付支給請求書 

(16 号の 2の 2) 

二次健康診断等給付 二次健康診断等給付請求書(16 号の 10の 2) 
病院(を経て所

轄労働局長) 

※「療養（補償）給付」の欄にある「6号」及び「16号の 4」は請求書ではなく、

「指定病院等(変更)届」になります。 

 

(5) 治ゆ(症状固定)と再発 

ア 治ゆ(症状固定) 

 身体の諸器官・組織が健康時の状態に完全に回復した状態のみをいう

ものではなく、傷病の症状が安定し、医学上一般に認められた医療を行

っても、その医療効果が期待できなくなった状態をいいます。 
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 したがって、「傷病の症状が、投薬・理学療法等の治療により一時的

な回復がみられるにすぎない場合」など症状が残存している場合であっ

ても、医療効果が期待できないと判断される場合には、治ゆ(症状固定)

として、療養(補償)給付を支給しないこととなっています。 

イ 再発 

 傷病がいったん症状固定と認められた後に再び発症し、次のいずれ

の要件も満たす場合には「再発」として再び療養(補償)給付を受ける

ことができます。 

① その症状の悪化が、当初の業務上又は通勤による傷病と相当因

果関係があると認められること 

② 症状固定の時の状態からみて、明らかに症状が悪化しているこ

と 

③ 療養を行えば、その症状の改善が期待できると医学的に認めら

れること 

※抜釘等の取扱いについて 

 治ゆ後、骨折部に挿入していたプレート等の装着金属(髄内釘等

を含む。)を抜去する場合は、上記の要件にかかわらず、「再発」

として取り扱います。 

 治ゆ(症状固定)及び再発の詳しいことについては、パンフレット「労

災保険における傷病が『治ったとき』とは・・・」を参照してください。 

(6) 社会復帰促進等事業 

労災保険では、(3)に掲げた保険給付の他に、被災労働者の円滑な社会

復帰の促進や遺族を含めた援護などを図るために、社会復帰促進等事業を

実施しています 

パンフレット「障害(補償)給付の請求手続」を参照してください。 

● 特別支給金 

パンフレット「労災保険給付の概要」を参照してください。 

● 外科後処置 

障害(補償)給付の支給を受けた方で、労災病院又は指定された病院

において、義肢装着のための再手術、瘢痕の軽減など、傷病が治ゆ(症

状固定)した後に行う処置・診療を自己負担なしで受けることができま

す。 

● 労災はり・きゅう施術 

頭頸部外傷症候群等にかかり、障害（補償）給付を受けた方又は受

けると見込まれる方で、はり・きゅう施術を必要とする方に対して、

１年以内の期間、１月に５回を限度としてはり・きゅう施術を受ける

ことができます。 

● 休業補償特別援護金 

事業場の廃止又は事業主の行方不明後に疾病の発生が確定した場合

などで、待期期間(３日間)の休業補償を受けられない場合に支給しま
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す。 

(7) 労働災害を誤って健康保険で治療等を受けた場合 

労働災害であるにもかかわらず、労災保険による給付を受けるための請

求を行わず、健康保険を使って治療を受ける方がみられますが、健康保険

は、労働災害とは関係のない傷病に対して支給されるものです。 

誤って健康保険で労災保険指定医療機関にかかってしまった方に対し

ては、下図にあるような手続を指導していますので、指定医療機関におい

ては、手続へのご協力をお願いします。 

指定薬局で薬を受け取っている場合も、かかった費用は労災保険で補償

されますので、指定医療機関と同様の切替手続を行うことになります。 
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第２ 労災医療の事務取扱 

 

 １ 労災保険指定医療機関 

(1) 指定医療機関の制度 

労災保険においては、被災労働者に対して必要な保険給付を行い、かつ、

早期の社会復帰の促進等を図ることを目的としています。 

そこで、医療機関 (船内診療所にあっては当該船舶に係る事業。)と医

療機関の所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といいま

す。）との間で指定契約を結び、個々の労働者に治療費を直接負担させる

ことなく、医療機関において現物給付を行い、その費用を管轄労働局へ請

求する方法を取っています。 

 (2) 労災保険指定医療機関療養担当規程 

労災指定医療機関にかかる指定契約については、具体的には、管轄労働

局長と労災指定医療機関との間で、「労災保険指定医療機関療養担当規程」

により、指定医療機関の任務を始めとして、傷病労働者の診療の方針や内

容、診療費の算定方法、その請求方法等の必要な事項が定められています。 

「労災保険指定医療機関療養担当規程」については、43～49 ページを参

照してください。 

(3) 初診時の確認 

労働者が、労災保険での診療を求めてきたとき、指定医療機関として、

労災保険の対象となる労働者かどうか、また、業務災害や通勤災害かどう

かの確認をしていただく必要があります。 

そのため、労働者に提出を求める書類は、「療養(補償)給付たる療養の

給付請求書」や「療養(補償)給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変

更)届」になります。(業務災害用と通労災害用とでは様式が異なります。) 

ア 初めての受診の場合 

「療養(補償)給付たる療養の給付請求書」(様式第５号、様式第１６

号の３)(71～72 ページ、84～85 ページ参照) 

労働者にとって、初めての指定医療機関に受診した時に持参させてく

ださい。転医前の医療機関が非指定医療機関や整骨院の場合も必要にな

ります。また、緊急を要する患者などで、診察時までに提出を求めるこ

とが困難な場合には、診察後できるだけ早い時期に提出を求めてくださ

い。督促しても提出がない場合は、労働基準監督署又は労働局に連絡し

てください。 

なお、再発の場合には、25 ページの文書を添付してください。 

イ 他の指定医療機関からの転医の場合 

「療養(補償)給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届」(様

式第６号、様式第１６号の４)(73 ページ、86～87 ページ参照) 

指定医療機関から指定医療機関への転医の場合、「指定病院等(変更)

届」が必要となります。検査等の対診であっても、転医先の指定医療機

関は変更届が必要となりますが、ごく短期間で転医元(前)の指定医療機

関に再診した場合は、省略して差し支えありません。 
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ウ 傷病(補償)年金受給者に移行した場合 

前記イの「指定病院等(変更)届」 

療養の開始後１年６か月を経過しても傷病が治ゆせず、障害の程度が

定められた傷病等級に該当する場合は、労働基準監督署が傷病(補償)年

金の決定を行います。傷病(補償)年金の決定が行われた場合、変更後の

第１回目の診療費請求内訳書に変更届(前記イの｢指定病院等(変更)

届｣)を添付して請求しなければなりません。 

なお、それまでレセプト請求時に使用していた労働保険番号は、新た

に振り出された年金証書番号に変更になります。 

(4) 労災医療の診療方針 

労災診療にあたっては、原則として次により診療を行う必要があります。 

ア 診療は、一般に医師又は歯科医師として療養の必要があると認められ

る傷病に対して行い、的確な診断をもととし、傷病労働者の労働能力の

保全又は回復上最も妥当適切に行うこと。 

イ 診療に当たっでは、懇切丁寧を旨とし、療養上必要な事項は理解し易

いように指導すること。 

ウ 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、傷病労働者の心身の

状態を観察し、心理的な効果をも挙げることができるよう適切な指導を

すること。 

エ 療養の給付を請求した者、又はその関係者が詐欺その他不正な行為に

より診療を受け若しくは受けようとし、又は診療を受けさせ若しくは受

けさせようとしたときや、療養の給付を請求した者が正当な事由がない

にもかかわらず、診療に関する指示に従わないときは、その診療を拒否

するとともに速やかにその旨を所轄労働基準監督署長に通知すること。 

オ 診療 

(ｱ) 診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術、理学療法その他の治

療は、一般に療養上必要があると認められる場合に必要の都度にお

いて行うこと。 

(ｲ) 医学上、一般に医療効果が不明又は認められない特殊な療法又は新

しい療法はこれを行わないこと。 

(ｳ) 使用医薬品は健康保険法の規定に基づき厚生労働大臣の定めるも

の以外は原則として使用又は処方しないこと。 

(ｴ) 入院の指示は療養上必要があると認められる場合のみに行い、入院

を必要とする療養上の理由がなくなったときは、直ちに退院の指示

を行うこと。 

(ｵ) 傷病労働者の傷病が自己の専門外にわたるものであるとき、又はそ

の診療について疑義があるときは、他の指定医療機関に転医させ、

又はその診療担当医の対診を求める等診療について適切な措置を講

ずること。 

(5) 労働災害に対する健康保険の使用 

明らかに業務災害や通勤災害に該当するような負傷について、健康保険

を使用することはできません。労災保険を使用したことによって種々の不
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利益を被るのではないかという恐れから、労災保険を使用しないといった

ケースがあります。医療機関の窓口において明らかに業務災害や通勤災害

に該当するような負傷と考えられる場合については、次の理由により、健

康保険を使用しないよう指導をお願いします。 

なお、指導に応じないときは、労働基準監督署又は労働局へ連絡してく

ださい。 

ア 事業場は、労働安全衛生法に基づく労働者死傷病報告書の労働基準監

督署への提出を怠ると、「労災かくし」として処罰されること(通勤災害

は対象となりません。)。 

イ 健康保険側からみても不正となり、その事実が分かれば回収されるこ

と。 

ウ 治療期間が長引いたり、後遺症が残ったりする場合は、被災労働者又

は事業主の経済的負担が予想以上に大きくなること。 

エ 上記ウの場合など、相当期間が経過した後、労災への切り替えの申し

出がなされるケースが多く、その際、医療機関として煩雑な事務を強い

られること。 

(6) 交通事故などの第三者行為災害による保険請求 

業務災害や通勤災害の中には、交通事故などの第三者の行為が原因とな

って生じる場合があります。この場合、第三者とは労災保険事故の当事者

である「被災労働者」、「事業主」及び「政府」以外の者をいいます。 

相手方のある交通事故の場合、被災労働者は労災保険の保険給付と自賠

責保険（共済）による保険金支払のどちらか一方を受けることができます。

この場合、どちらを先に受けるかの選択は、被災労働者の自由です。 

しかし、先に自賠責保険(共済)からの保険金支払を受ける場合(これを

「自賠先行」と呼んでいます。)には、仮渡金制度や内払金制度を利用す

ることによって損害賠償額の支払が事実上速やかに行われること、自賠責

保険(共済)は労災保険の給付より支払いの幅が広く、例えば、労災保険で

は給付が認められていない慰謝料が支払われること、療養費の対象が労災

保険より幅広いこと、さらに休業損害が原則として１００％てん補される

こと(労災保険では６０％)など被災労働者にとって様々なメリットがあ

ることから、被災労働者に対しては自賠先行を勧めています。 

(注)請求上の留意点 

自賠責保険から、治療費の一定期間分を全額受領済(請求済)の場合

は、労災初回レセプトの摘要欄に「○年○月○日までは、自賠責保険

より受領済(請求済)」と記載してください。 

その他、取扱いに疑義が生じた場合は、所轄労働基準監督署へ問い

合わせてください。 

(7) 診療録の記載・整備 

健康保険においては、「保険医療機関及び保険医療養担当規則」により

診療録の記載及び整備並びに帳簿等の保存が義務づけられていますが、労

災保険においても、これに準じて取り扱うことになります。 

特に労災保険の場合、業務災害の認定や障害等級の認定時に必要となり
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ますので、次の項目について、記録・整備をお願いします。 

なお、診療録については少なくも５年間は保存していただくことになり

ます。 

ア 受傷状況など 

下記の項目については、労働者の申立て(療養給付請求書又は変更届

など)において関連性に矛盾がないか確認してください。 

① 負傷(発病)の年月日、時刻、場所 

② 作業状況、災害発生原因など 

③ 負傷(発病)の部位、程度、初期症状所見など 

イ 既存障害の有無 

既存障害の有無及び程度は、後日、後遺障害が残った場合、認定上の

重要事項となりますので、業務上か否かを問わず、診療録に記載してお

いてください。 

① 既存障害の有無 

② 有の場合、負傷(発病)年月日、障害の部位及び程度 

ウ 他保険との区別 

私傷病にかかる診療が有る場合は、労災とは別に請求することとなり

ますので、労災の診療録とは別に診療録を作成してください。 

(8) 名称・住所、振込先の変更手続 

労災保険指定医療機関療養担当規程第２２条により、下記の事項の①か

ら④を変更した場合は、「労災指定病院等登録(変更)報告書］(診機様式第

２０号、第２１号)(65～66 ページ)により、⑤から⑦を変更した場合は、

「労災指定医療機関変更届」(67 ページ)により届け出てください。 

① 指定医療機関の開設者又は管理者に異動があったとき 

② 名称又は所在地に変更があったとき 

③ 振込先金融機関の口座等に変更があったとき 

④ 診療科目又は病床数に変更があったとき 

⑤ 健康保険診療報酬の算定に関する届出事項等に変更があったとき

（施設基準に係るものを除く。） 

⑥ 指定申請の際に提出した医療機関施設等概要書に記載した重要事

項その他長崎労働局長が必要と認めた事項に変更があったとき 

⑦ 個室等に対する入院料の差額徴収に変更があったとき 

【留意事項】 

・ 長崎労働局（労災補償課 医療係）へ提出してください。 

・ 「労災指定医療機関変更届」については、別添様式をコピーし

て使用してください。 

・ ＲＩＣとの契約がある場合には、ＲＩＣにも別途変更届が必要

です。 

(9) 休止、辞退 

休止又は辞退を希望する時は、「労災保険指定医療機関休止・辞退届」

(68 ページ コピーして使用可)を提出することになります。 
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２ レセプトの作成・提出 

(1) 請求書の分類 

診療費請求書は、診療費請求内訳書(以下「レセプト」といいます。)を、

「初回請求分」と「継続請求分」に分けて綴じた上、提出します。 

ア 初回請求分 

「初回請求分」となるレセプトは次のとおりです。 

① 受傷後、最初に受診した初診のレセプト 

② 非指定医療機関や整骨院から転医し、受診した初診のレセプト 

③ 再発した場合の初診のレセプト 

④ 自賠責保険(共済)の限度額を超えるため、労災保険へ請求する

初診のレセプト(休業証明料２,０００円のみの請求を含む。) 

【添付書類】 

○業務災害…療養補償給付たる療養の給付請求書(様式第５号) 

○通勤災害…療養給付たる療養の給付請求書(様式第１６号の３) 

○再発の場合…上記の請求書に加え、「再発給付請求添付資料」(25

ページ参照 コピーして使用可) 

イ 継続請求分 

「継続請求分」となるレセプトは次のとおりです。 

① ２回目以降(２か月目以降)のレセプト 

② 他の指定医療機関から転医してきた場合のレセプト 

③ 傷病(補償)年金の支給決定を受けたものに係るレセプト 

【添付書類】 

②と③の初回のレセプトには、下記の「指定病院等（変更）届」

が必要です。 

○業務災害…療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変

更)届(様式第６号) 

○通勤災害…療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)

届(様式第１６号の４) 

(2) 請求書の作成単位 

初回請求分については、被災労働者の所属事業場を管轄する労働基準監

督署を問わず、その全てを一つにとりまとめてください。 

２回目以降請求分についても、その全てを一つにとりまとめてください。 

ア 診療費請求書、様式第５号、様式第１６号の３、様式第６号、様式第

１６号の４及びレセプトは次の図のように綴じてください。 
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◎ 初回請求分（例） 

(所轄監督署、県内・県外を問わず、１枚の請求書にまとめます。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 継続請求分（例） 

(所轄監督署、県内・県外を問わず、１枚の請求書にまとめます。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レセプト続

紙 レセプト 

様式１６号 

の３ 
レセプト 

様式５号 

請求書 

 

初回分を全て

まとめて 1 枚

作成 

レセプト 

レセプト 

様式第１６号 

  の４ 
レセプト 

様式第６号 

請求書 

 

継続分を全て

まとめて 1 枚

作成 
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イ 留意点 

(ｱ) 帳票の左側の２つ目と３つ目の穴をコヨリなどの紐で綴じてくだ

さい。 

(ｲ) ステープラー(ホッチキス)は使用しないでください。 

(ｳ) 初回請求分及び継続請求分ともに、県内・県外、監督署別を問わず

とりまとめの上、請求書を１枚作成し、長崎労働局へ提出してくだ

さい。 

(ｴ) 指定病院等(変更)届(様式第６号、様式第１６号の４)は、継続請求

分に綴じてください。 

(ｵ) 光学式文字読取装置(ＯＣＲ)で直接読取りを行うので、郵送の際は、

小さく折り曲げないようにして送付してください。 

(3) 請求書の提出先・提出期限 

 ア 提出先 

初回請求分、２回目以降請求分、県内分、県外分を問わず指定医療機

関の所在地を管轄する労働局に提出します。 

 

長崎労働局 労働基準部 労災補償課 

   〒８５０－００３３ 

    長崎市万才町７－１ ＴＢＭ長崎ビル６階 

     ☎０９５－８０１－００３４（労災補償課） 

０９５－８０１－００１９（レセプト審査係） 

イ 提出期限 

毎月１０日必着(休日・祝日にあたる場合は翌開庁日) 

なお、提出期限以降に提出されたものは、翌月受付分と合わせて処理

されます。 

(4) レセプト等の記入時の留意点 (共通事項) 

ア レセプト枠内の数字、円マークは下記の字体を使用してください。 

 

          ※「￥」は、横線が一本ですのでご注意ください。 

  ＜訂正例＞ 

   一字の場合     複数の場合 

          ※ 訂正印は必要ありません。 

イ 診療費については、「労働保険番号・生年月日・傷病年月日」又は「年

金証書番号」で機械上の管理を行っていますので、以前請求したレセプ

トと相違のないよう診療録や療養(補償)給付請求書等と照合の上、提出

してください。一文字でも違いますと、別人のデータとなります。 

ウ 医療機関において、プリンタを使用して印字する際は、枠から印字が

ずれないようにしてください。 
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診療費請求書 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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労働者災害補償保険診療費請求書（診機様式第１号）帳票種別３４７２０ 

 

【記載要領】 

「① 指定病院等の番号」 

指定病院等の番号は、医療機関ごとに指定を行った際、７桁の番号が振り出

されています。指定病院等の番号の記載を誤りますと、誤った医療機関へ振込

みが行われますので、正確に記入してください。 

「② ※受付年月日」 

  医療機関では記入しない
．．．．．

でください。 

「③ 請求金額」 

レセプトの合計金額を、右側に詰めて、記入してください。金額の頭には 

マークを記入してください。 

なお、「請求金額」欄は訂正することができませんので、誤った数字を記入し

た場合は、新たな請求書を使用してください。 

「④ 内訳書添付枚数」 

内訳書添付枚数は、レセプトの合計枚数を記入してください。療養の給付請

求書（様式第５号又は様式第１６号の３）、指定病院等（変更）届（様式第６号

又は様式第１６号の４）及びレセプト続紙は、枚数の中に算入しないでくださ

い。 

「⑤ 請求年」・「⑥ 請求月」 

  レセプトのうち、最新の診療の元号及び年と月を記入してください。 

 

その他、※印の付された「※修正項目番号」、「※修正欄」は、記入しない
．．．．．

でく

ださい。 

 

 「責任者（院長等）氏名」欄について、押印は不要です。 
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 診療費請求内訳書（入院用） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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診療費請求内訳書（入院外用） 

  
 

※コピーして使用することはできません。 
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診療費請求内訳書（傷病（補償）年金 入院用） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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診療費請求内訳書（傷病（補償）年金 入院外用） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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レセプト（診療費請求内訳書）（診機様式第２号、第３号、第４号、第５号） 

（帳票種別３４７２１、３４７２２、３４７２３、３４７２４） 

 

【記載要領】 

「① 新継再別」 

転医始診の場合は、コード番号「１（初診）」ではなく、コード番号「３（転

医始診）」を記入してください。 

傷病（補償）年金決定後の最初のレセプトは、コード番号「１（初診）」とな

ります。また、傷病（補償）年金決定後の転医始診の場合は、コード番号「５

（継続）」を記入してください。 

「② 転帰事由」 

転帰事由は、レセプト提出日の状況ではなく、当該レセプトの療養期間の末

日で継続中であれば、コード番号「３（継続）」と記入してください。 

「④ 労働保険番号（年金証書の番号）」 

府県・所掌・管轄・基幹番号・枝番号ごとに、右詰めで記入してください。 

傷病（補償）年金の場合は、管轄局・種別・西暦年・番号ごとに、右詰めで

記入してください。 

「⑦ 傷病年月日」 

初診年月日とは限らないので、療養の給付請求書（様式第５号又は様式第１

６号の３）又は指定病院等（変更）届（様式第６号又は様式第１６号の４）よ

り確認し、正確に記入してください。 

「⑧又は⑩ 療養期間」 

右詰めで記入してください。元号は必ず記入してください。 

療養期間が１日の場合も、療養期間の末日は記入してください。 

文書料のみの請求の場合は、文書作成日を記入してください。 

「⑪ 診療実日数」 

休業（補償）請求書の証明料のみ請求する場合、実診療日数は「９９９」と

記入してください。 

「⑬ 合計額」 

右詰めで記入してください。 マークは記
．
入
．
しない
．．．

でください。 

「③ 支払額」・「⑤ 増減コード及び増減額」・「⑧ 増減理由」・「⑨ 決定年月

日」・「⑫ 処理区分」・「修正欄」 

医療機関では記入しない
．．．．．

でください。 
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診療費請求書（検査に要した費用等請求書） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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診療費請求内訳書（症状照会回報文書作成料、意見書料） 
※記入時の留意点 

 
 

 文書料の場合は、

「９９９」と記入し

てください。（※実際の

記入にあたっては、標準字

体で記入してください。） 

症状照会回報作成料、

意見書料の場合は、文書

作成年月日（症状照会回

報、意見書に記した日付）

を記入してください。 

症状照会   5,000 

意見書    7,000 

この欄に文書の

種類（症状照会、

意見書）及び金額

を記入します。 

９９９  

９０２０５１５  ９０２０５１５  
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(5) 審査・支払・保留 

提出された診療費請求書の審査及び支払いまでの流れは、次のとおりで

す。 

ア 審査事務 

(ｱ) 所轄労働基準監督署 

療養(補償)給付請求書(様式第５号又は様式第１６号の３)の適用関

係(労働保険の適用の有無、労働者性の確認)、業務災害・通勤災害の

認定等を行います。 

(ｲ) 管轄労働局 

レセプトの審査を全般的に行いますが、医学的判断や専門的知識を

要するものは、診療指導委員会へ判断を求めます。 

(ｳ) 診療指導委員会 

レセプトの診療内容に関する医学的審査及び指導等を行います。 

イ 支払 

(ｱ) ＲＩＣ契約医療機関 

労働局で審査を受ける前に(当月中に)、指定口座に振り込まれます。 

なお、査定増減があった場合は、翌月の支払いで相殺することにな

ります。 

【支払の流れ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 非契約医療機関 

審査後に厚生労働省から翌月以降に「支払振込通知書」により指定

口座に振り込まれます。 

ウ 支払通知(査定増減) 

厚生労働省から、「支払振込通知書」により、各被災者の「労働保険

番号」、「生年月日」、「負傷年月日」、「支払額」、「差額(査定増減額)」及

び「差額理由等」を印字し、通知することになっています。 

エ 支払保留 

 所轄労働基準監督署において、実施調査のため支払を一時保留する場

合や転医前の指定医療機関から提出されるべき療養(補償)給付請求書

(５号又は１６号の３)が未提出の場合などの理由で、支払が保留される

契

約

医

療

機

関 

Ｒ

Ｉ

Ｃ 

労

働

局 

厚

生

労

働

省 

①請求書提出 

⑤審査 

③情報提供 

②受付入力 

④立替払 

⑥審査後入力 

⑦支払 

(毎月１０日まで) 

(当月２５日頃) 

(翌月以降) 
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場合は、「支払振込通知書」の不支給保留額総計欄に保留金額等を印字

し通知します。 

(6) 診療費請求権の時効 

指定医療機関の診療費請求権の消滅時効は、民法第１７０条第１号の規

定によって５年とされていますので、診療日の属する月の翌月の初日から

起算して５年を経過した場合には診療費の請求権を失うこととなります。 

(7) 関係連絡先 

ＲＩＣ並びに長崎労働局及び管内の労働基準監督署の連絡先は、次のと

おりです。 
名    称 所    在    地 電 話 番 号 

公 益 財 団 法 人 

労 災 保 険 情 報 セ ン タ ー 

(略称：ＲＩＣ（リック）) 

〒112-0004 

東京都文京区後楽 1-4-24 

日教販ビル 

03(5684)5516 

労災医療部 

長 崎 労 働 局 労 働 基 準 部 

労 災 補 償 課 

〒850-0033 

長崎市万才町 7-1 

ＴＢＭ長崎ビル 6階 

095(801)0034 

095(801)0019 

レセプト審査係 

長 崎 労 働 基 準 監 督 署 

〒852-8542 

長崎市岩川町 16-16 

長崎合同庁舎 2階 

095(846)6386 

(ダイヤルイン)労災課 

長 崎 労 働 基 準 監 督 署 

五 島 駐 在 事 務 所 

〒853-0015 

五島市東浜町 2-1-1 

福江地方合同庁舎内 

0959(72)2951 

佐 世 保 労 働 基 準 監 督 署  

〒857-0041 

佐世保市木場田町 2-19 

佐世保合同庁舎 3階 

0956(24)4161 

江 迎 労 働 基 準 監 督 署  
〒859-6101 

佐世保市江迎町長坂 123-19 
0956(65)2141 

島 原 労 働 基 準 監 督 署 
〒855-0033 

島原市新馬場町 905-1 
0957(62)5145 

諫 早 労 働 基 準 監 督 署 
〒854-0081 

諌早市栄田町 47-37 
0957(26)3310 

対 馬 労 働 基 準 監 督 署 

〒817-0016 

対馬市厳原町東里 341-42 

厳原地方合同庁舎内 

0920(52)0234 

対 馬 労 働 基 準 監 督 署 

壱 岐 駐 在 事 務 所 

〒811-5133  

壱岐市郷ノ浦町本村触 620-4 

壱岐地方合同庁舎内 

0920(47)0467 

労働保険番号における府県：長崎「４２」 

所掌が「１」の場合の管轄：長崎労働基準監督署「０１」、佐世保労働基準監督署「０２」 

江迎労働基準監督署「０３」、島原労働基準監督署「０４」 

諫早労働基準監督署「０５」、対馬労働基準監督署「０６」 
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再発給付請求添付資料 

（請求労働者の記入欄）  

労働者氏名・・・ 

 

 １ 再発前の負傷年月日  －       年   月   日 

 ２ 再発前の前回傷病名  － 

 ３ 再発前（前回）の治ゆ年月日－     年   月   日 

 ４ 治ゆ当時から現在までの症状の経過 

 

 

 

 

 

 
（医師の意見） 

 １ 治療再開を必要とする症状 

 

 

 

 

 

２ 今後の治療方法(具体的に)  

 

 

 

 

 

３ 再発の場合の療養期間の見込 

   自   年  月  日   至   年  月  日 

 

 

       医療機関の名称 

 

 

             医師の氏名            
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(8) レセプト記入例 

 
 

 

傷病の経過欄は、必ず記入してくだ

さい。 

入院室料金加算を算定する場

合、「(80)その他」欄に、加算額、

算定期間、部屋の別を、「摘要」

欄に、病室番号、該当要件記号

を記入してください。 

4500 円×7 日   31,500   ＊入院室料加算 

（3 日～9 日）          303 号 ②-エ 

2 人部屋 

手術等の診療内容にコメント

が必要な場合は、摘要欄に記

入するか、別紙に記入して添

付してください。 
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労災特例により外来管理

加算 52 点を算定したものに

ついては、摘要欄に○特 52 点

と回数を記入してください。 

また、52 点に読み替えを

行った処置等については、摘

要欄の該当する点数に○特 を

記入してください。 

● 初診料は、労災特掲料金で算

定します。 

● 再診料も労災特掲料金で算定

します。 

● 療養の給付請求書を取扱った

場合、取扱料が算定できます。 

● 外来患者に対する再診の際

に、療養上の食事、日常生活動

作、機能回復訓練及びメンタル

ヘルスに関する指導を行った場

合にその都度算定できます。 

● 初診時に救急医療を行った場

合、救急医療管理加算を算定で

きます。 

傷病の経過欄は、必ず記入してくだ

さい。 

９０２０６２３  ９０２０６３０  

９０２０６２３  

２  
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傷病の経過欄は、必ず記入してくだ

さい。 

● 休業証明料を請求す

る場合は、摘要欄に「証

明期間」を記入してくだ

さい。（※療養期間を超え

る証明はできません。） 

なお、前回証明期間と

の重複がないことを確認

してください。 

休業証明料     2,000   休業期間 

                 R2.6.1～R2.6.25 

９０２０６０１  ９０２０６２５  

３  
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傷病の経過欄は、必ず記入してくだ

さい。 

療養期間の最終日は、治

ゆ・転医した場合は、最

終受診日を記入してくだ

さい。 

９０２０６２５  ９０２０６０１  

３ 
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３ アフターケア制度 

(1) 制度の趣旨 

労災保険においては、「治ゆ」(症状固定)の後においても、再発や後遺

障害に伴う新たな病気の発症を防ぐため、必要に応じて、診察や保健指導、

検査などを行い、円滑な社会生活を営んでいただくことを目的として「ア

フターケア」を実施しています。 

(2) 対象者 

対象傷病については、せき髄損傷など２０種類あり、一定の障害等級な

どを対象者の要件としています。 

 

 対   象   傷   病 コード番号 

①  せき髄損傷 01 

②  頭頸部外傷症候群等（頭頸部外傷症候群、頸肩腕障害、腰痛） 21、22、23 

③  尿路系障害 24、25 

④  慢性肝炎 26、27 

⑤  白内障等の眼疾患 05 

⑥  振動障害 06 

⑦  大腿骨頸部骨折及び股関節脱臼・脱臼骨折 07 

⑧  人工関節・人工骨頭置換 08 

⑨  慢性化膿性骨髄炎 09 

⑩  虚血性心疾患等 28、29 

⑪  尿路系腫瘍 11 

⑫  脳の器質性障害 30、31、32、33、34 

⑬  外傷による末梢神経損傷 14 

⑭  熱傷 15 

⑮  サリン中毒 16 

⑯  精神障害 17 

⑰  循環器障害 35、36、37 

⑱  呼吸機能障害 19 

⑲  消化器障害 20 

⑳  炭鉱災害による一酸化炭素中毒 00 

 

制度の内容等については、パンフレット「『アフターケア制度』のご案

内」を参照してください。 

(3) 措置の範囲 

アフターケアは、療養の一環ではなく、あくまでも治ゆ後の「ケア」で

あるため、措置の範囲も療養期間中(症状固定前)と同様に受けられるもの

ではなく、範囲が限られています。 

なお、範囲外のため査定対象となる措置の事例については、次のような

ものがあります。 

(例１) 頭頸部外傷症候群等に係るアフターケアの対象者に対して、
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週に１回の診察を継続して行っている場合など、定められた

診察の回数を著しく超えた場合。 

(例２) 白内障等の眼疾患に係るアフターケアの対象者に対して、眼

処置をしている場合など、処置が認められていない対象傷病

に対して処置を行っている場合。 

(例３) せき髄損傷に係るアフターケアの対象者に対する点滴(褥瘡

処置後を含む)、頭頸部外傷症候群等に係るアフターケアの対

象者に対する痛み止めの注射等、注射が認められていない傷

病に対して注射を実施している場合。 

(例４) せき髄損傷に係るアフターケアの対象者に対する腹部超音波

検査、頭頸部外傷症候群等に係るアフターケアの対象者に対

する聴力検査等、範囲に定められた検査以外の検査を実施し

ている場合。 

(例５) 頭頸部外傷症候群等に係るアフターケアの対象者に対して、

通院精神療法を実施している場合。 

(例６) 糖尿病、高血圧症等に対する投薬をされる等、傷病ごとに定

められた薬剤以外の薬剤を投与した場合。(仮に糖尿病・高血

圧症が業務上の負傷に起因したとしても、糖尿病等をアフタ

ーケアの対象とはしていないため、該当する各傷病に定めら

れた薬剤以外は認められないこととなります。) 

(4) 受診時における留意点 

アフターケアの対象者に対しては、「健康管理手帳」を交付しています

ので、受診の都度提示を求めてください。この際、少なくとも手帳番号、

手帳有効期限、労働局長の印については確認してください。 

治ゆ後間もない場合は、健康管理手帳が間に合わない場合もありますの

で、その場合は、所轄労働局又は所轄労働基準監督署にご照会ください。

また、診察終了後は、健康管理手帳に措置の結果を簡潔に記載し、医療機

関の認印を押印してください。 

(5) 請求手続及び算定時の留意事項 

労災診療費と同様、毎月１０日までに請求書及びレセプトを長崎労働局

に提出してください。 

なお、アフターケア委託費の算定にあたっては、労災診療費の算定と同

様の方法により算定しますが、次の事項についてはアフターケア独自の算

定となりますので、ご留意ください。 

ア アフターケアでは認められないもの 

(労災特掲料金) 初診時ブラッシング料、再診時療養指導管理料 

(健 保 点 数) 外来管理加算、在宅自己導尿指導管理料、てんかん

指導料 

 

イ アフターケアのみ認められるもの 

アフターケアの対象者が日常生活を送る上で、医師の指導が必要であ

ることから、「保健指導」を設けており、初診、再診を問わず月２回ま
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で算定することができます。(病床数２００床未満の医療機関に限りま

す。) 

「保健指導」の点数は、健保点数表に定める「特定疾患療養管理料」

の点数により算定しますが、特定疾患に限られたものではなく、アフタ

ーケアの全対象者を対象としています。 

(6) その他 

アフターケアの傷病ごとに、趣旨、対象者、措置範囲及び手帳有効期限

があります。 
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委託費請求書 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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アフターケア委託費請求書（実施要領様式第５号）帳票番号３７７００ 

 

【記載要領】 

「⑥ 請求年」 

元号「９」（令和）を必ず記載してください。 

 

「委託費請求書（表紙）」の作成 

何人分・何か月分あったとしても、請求する際に一枚作成してください。 

対象者（レセプト）毎に作成したり、遡って数か月分請求する場合も月毎に作成した

りする必要はありません。 
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委託費請求内訳書 
※記入時の留意点 

 
 

●アフターケアでは認められないもの 

(労災特掲料金) 初診時ブラッシング料、再診時療

養指導管理料 

(健 保 点 数) 外来管理加算、在宅自己導尿指導

管理料、てんかん指導料 

●アフターケアのみ認められるもの 

アフターケアの対象者が日常生活を送る上で、医

師の指導が必要であることから、「保健指導」を設

けており、初診、再診を問わず月２回まで算定する

ことができます (病床数２００床未満の医療機関

に限ります。) 。「保健指導」の点数は、健保点数

表に定める「特定疾患療養管理料」の点数により算

定しますが、特定疾患に限られたものではなく、ア

フターケアの全対象者を対象としています。 

●「医学的に特に必要と認められる場合に限り実

施」するものについて 

レセプトの摘要欄に、「特に必要を認められる」

理由を具体的に記入してください。 
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アフターケア委託費請求内訳書（実施要領様式第５号の２）帳票番号３７７０２ 

 

【記載要領】  

「委託費請求内訳書」の作成 

労災診療費は一人一か月に一枚作成しますが、アフターケアでは一診察及び検査日につ

き、レセプト一枚を作成します。 

「② 手帳番号」 

健康管理手帳番号欄には、健康管理手帳により確認した１３桁の番号を記載してくだ

さい。番号欄に、空欄・ハイフンは入りません。 

なお、健康管理手帳が、更新・再交付されると「枝番号」が変わります。 

「③ 診察年月日」・「⑤ 検査年月日」 

元号欄に「９」（令和）を必ず記載してください。 

「摘要」欄 

「医学的に特に必要と認められる場合に限り実施」するものと定められた処置を実施

した場合には、レセプトの摘要欄に「特に必要を認められる」理由を具体的に記入して

ください。 

 

その他については、労災診療費に準じてください。 
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４ 二次健康診断等給付 

(1) 制度の概要 

「二次健康診断等給付」は、労働者の業務上の事由による脳・心臓疾患

の発症を予防するため、定期健康診断等の結果、脳・心臓疾患に関連する

一定の項目について異常の所見が認められた場合に労災保険の保険給付

として、より精度の高い健康診断と保健指導を給付するものです。 

二次健康診断等給付は、労災病院又は都道府県労働局長が指定する病院

若しくは診療所(以下「健診給付病院等」といいます｡)において、直接二

次健康診断及び特定保健指導そのものを給付する、いわゆる現物給付方式

により行います。したがって、労災診療費と同様に健診給付病院等は、二

次健康診断等給付の費用の請求を所轄労働局長に対して行うことになり

ます。 

(2) 労災保険二次健康診断等給付担当規程 

健診給付医療機関にかかる指定契約については、具体的には、管轄労働

局長と健診給付医療機関との間で、「労災保険二次健康診断等給付担当規

程」により、健診給付医療機関の任務を始めとして、担当方針や内容、診

療費の算定方法、給付にかかる検査等の費用額、その請求方法等の必要な

事項が定められています。 

「労災保険二次健康診断等給付担当規程」については、50～54 ページを

参照してください。 

(3) 健診給付病院等になるための指定手続き 

健診給付病院等の指定を受けようとする医療機関の開設者は「労災保険

二次健康診断等給付医療機関指定申請書(様式第１号)」)を管轄労働局長

あてに提出することとなっています。 

なお、現在、労災診療費等の労災指定を受けている医療機関であっても、

健診給付病院等の指定の申請は必要となります。 

(4) 給付の要件 

二次健康診断等給付は、労働安全衛生法の規定による定期健康診断等の

うち、直近のもの(以下「一次健康診断」といいます。)において、次のす

べての検査項目について異常の所見があると診断された労働者が受ける

ことができます。 

①血圧検査、②血中指質検査、③血糖検査、④腹囲の検査又はＢＭＩ(肥

満度)の測定 

※ 一次健康診断の結果、①から④の検査項目において異常の所見がな

いと診断された場合であっても、産業医等が、診断を受けた労働者の

就業環境等を総合的に勘案し異常の所見があると判断した場合には、

産業医等の意見を優先し、異常の所見があるとみなします。 

※ 次の場合は、二次健康診断等給付を受けることができません。 

・ すでに脳血管疾患又は心臓疾患の症状を有している場合 

・ 労災保険に特別加入している者の場合 

・ 二次健康診断等給付の請求日が一次健康診断の受診目から３

か月経過している場合(天災その他請求しなかったことについ
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てやむを得ない理由があると認められる場合は除きます。) 

・ 当該年度内に二次健康診断等給付をすでに１回受給している

場合 

(5) 支給要件 

二次健康診断等給付は、二次健康診断と特定保健指導を給付することと

なっています。それぞれの内容は次のとおりです。 

● 二次健康診断 

① 空腹時血中脂質検査 

② 空腹時血糖値検査 

③ ヘモグロビンＡ１ｃ検査 

④ 負荷心電図検査（四肢単極誘導及び胸部誘導を含む最低１

２誘導）又は胸部超音波検査(経胸壁心エコー法)のいずれか

一方の検査 

⑤ 頸部超音波検査(頸部エコー検査) 

⑥ 微量アルブミン尿検査（定量） 

※ ①、②、④、⑤は必須の検査項目となります。 

③は一次健康診断で行われた場合は、二次健康診断では実

施できません。 

⑥は一次健康診断の尿蛋白検査において、疑陽性(±)又は

弱陽性(＋)の所見があると診断された場合に限り実施する

こととなります。 

● 特定保健指導 

   ①栄養指導、②運動指導、③生活指導 

※ 特定保健指導は、二次健康診断の結果、脳血管疾患又は

心臓疾患の症状を有していると診断された場合は実施でき

ないこととなっています。(有していない場合は必ず実施し

なければなりません。)なお、特定保健指導の具体的な実施

内容、実施方法、実施時間の目安等を定めた「特定保健指

導の実施基準」（56 ページ～64 ページ）を参照してくださ

い。 

(6) 給付に係る検査等の費用額 

二次健康診断等給付に要した検査等の費用として支払われる額は、検査

等の組合せにより定められています。「健診費用算定組合せ表」（55 ページ）

を参照してください。 

(7) 給付に係る費用請求方法 

健診給付病院等が二次健康診断等給付の費用を請求するときは、二次健

康診断等費用請求書及び内訳書(40～41 ページ参照)に、労働者が事業主証

明を受けて持参した二次健康診断等給付請求書(様式第１６号の１０の

２)(88～89 ページ参照)と一次健康診断結果票(写)を添付して、管轄労働

局長に提出(月末締、翌月１０日請求)することになります。 
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【流れ図】 
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二次健康診断等費用請求書 

 
※コピーして使用することはできません。 
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二次健康診断等費用請求内訳書 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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第３ 資料 

１ 担当規程 

(1) 労災保険指定医療機関療養担当規程 

(2) 労災保険二次健康診断等給付担当規程 

２ 届出関係様式 
「労災指定病院等登録（変更）報告書」 

「労災指定医療機関変更届」 

「労災保険指定医療機関休止・辞退届」 

「労災保険二次健診等給付医療機関休止・辞退届」 

３ 治療用装具等の取扱 

４ 保険給付請求書様式（主要なもののみ） 
様式第５号      療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書 

様式第６号      療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届 

様式第７号(1)     療養補償給付たる療養の費用請求書 

様式第８号      休業補償給付支給請求書 

様式第 10号      障害補償給付支給請求書 

様式第 10号(添付)   障害状況診断書（※大きさはＡ３） 

様式第 16号の３    療養給付たる療養の給付請求書 

様式第 16号の４    療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届 

様式第 16号の 10の 2  二次健康診断等給付請求書 

 

 

※ 各種パンフレットについては、厚生労働省のホームページに掲載され

ています。必要に応じて更新されますので、最新の情報を入手されるよ

うにお願いします。 

 「労災補償関係リーフレット等一覧」で検索してください。 

 

 

労災補償関係リーフレット等一覧 検 索 
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労災保険指定医療機関療養担当規程 

 
（平成７年７月２５日付け基発第４７６号） 

最終改正 平成２５年４月８日付け基発０４０８第１号 

 

第１章 診療の担当 

(任 務) 

第１ 労働者災害補償保険法施行規則(以下「則」という。)第１１条の規定に

基づき都道府県労働局長の指定を受けた病院又は診療所(以下「指定医療機

関」という。)は、則第１１条第１項の規定により、政府が行うべき療養の

給付を政府に代わって行うとともに、労働者災害補償保険法(以下「法」と

いう。)第２９条第１項第１号に基づく社会復帰促進等事業としてのアフタ

ーケア及び外科後処置を行うものとする。 

ただし、アフターケア及び外科後処置については、都道府県労働局長から

これらの任務を含む指定を受けた指定医療機関に限る。 

② 指定医療機関は、法の規定によるほか、この規程の定めるところにより、

療養の給付を受けることができる者(以下「傷病労働者」という。)の負傷又

は疾病についての療養の給付、アフターケア及び外科後処置を担当する。 

③ 指定医療機関は、当該指定医療機関において療養の給付、アフターケア及

び外科後処置に従事する医師若しくは歯科医師(以下「診療担当医」という。)

又は調剤に従事する薬剤師をして前２項の規定を遵守させるものとする。 

(療養の給付の担当の範囲) 

第２ 指定医療機関が担当する療養の給付(政府が必要と認めるものに限る。)

の範囲は、次のとおりとする。 

   １ 診察 

   ２ 薬剤又は治療材料の支給 

   ３ 処置、手術その他の治療 

   ４ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

   ５ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

② 前項の規定にかかわらず、船舶内に設置された診療所(以下「船内診療所」

という。)において担当する療養の給付の範囲は、前項の１から３までとす

る。 

(アフターケア及び外科後処置の担当の範囲) 

第３ 指定医療機関が担当するアフターケアの範囲は、次のとおりとする。 

   １ 診察 

   ２ 保健指導 

   ３ 保健のための処置 

   ４ 検査 

   ５ 保健のための薬剤の支給 

② 指定医療機関が担当する外科後処置の範囲は、次のとおりとする。 

   １ 診察 

   ２ 薬剤又は治療材料の支給 
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   ３ 処置、手術その他の治療 

   ４ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

   ５ 筋電電動義手の装着訓練等 

(療養の給付、アフターケア及び外科後処置の担当方針) 

第４ 指定医療機関及び診療担当医は、次に掲げる方針により療養の給付、ア

フターケア及び外科後処置を行うものとする。 

１ 診療は、一般に医師又は歯科医師として療養、アフターケア及び外科

後処置の必要があると認められる負傷又は疾病に対して行い、的確な診

断をもととし、傷病労働者、アフターケア及び外科後処置の対象者(以

下「傷病労働者等」という。)の労働能力の保全又は回復上最も妥当適

切に行うこと。 

２ 診療に当たっては、懇切丁寧を旨とし、療養、アフターケア及び外科

後処置上必要な事項は理解し易いように指導すること。 

３ 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、傷病労働者等の心身

の状態を観察し、心理的な効果をも挙げることができるよう適切な指導

をすること。 

(受給資格の確認等) 

第５ 指定医療機関は、傷病労働者等から療養の給付、アフターケア又は外科

後処置を受けることを求められたときは、その者の提出する「療養補償給付

たる療養の給付請求書」又は「療養給付たる療養の給付請求書」(以下「療

養給付請求書」という。)によって療養の給付を受ける資格があるか、健康

管理手帳によってアフターケアを受ける資格があるか、又は外科後処置承認

決定通知書によって外科後処置を受ける資格があることを確認した後診察

すること。 

 ただし、緊急やむを得ない事由によって療養給付請求書、健康管理手帳又

は外科後処置承認決定通知書を提出することができない者であって、療養の

給付、アフターケア又は外科後処置を受ける資格があることが明らかな者に

ついては、この限りでない。この場合においては、その事由がやんだのち、

遅滞なく、療養給付請求書、健康管理手帳又は外科後処置承認決定通知書を

提出させること。 

② 傷病労働者から提出された前項の療養給付請求書は、当該療養給付請求書

に当該医療機関の名称を記入の上、遅滞なく、傷病労働者の所属する事業場

(傷病労働者が船員法第１条に規定する船員の場合にあっては当該船員が所

属する船員を使用して行う事業。以下同じ。)の所在地を管轄する労働基準

監督署長(以下「所轄労働基準監督署長」という。)に対し、当該医療機関(船

内診療所にあっては当該船舶に係る事業。)の所在地を管轄する都道府県労

働局(以下「管轄労働局」という。)を経由し、提出しなければならない。 

③ 前２項の規定にかかわらず、船内診療所において行われた療養の給付に係

る療養給付請求書については、本邦に寄港後、遅滞なく、傷病労働者から船

内診療所あて提出させた後、管轄労働局長を経由し、所轄労働基準監督署長

に提出しなければならない。 
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(証明の記載) 

第６ 指定医療機関は、傷病労働者等から「療養補償給付たる療養の費用請求

書」、「療養給付たる療養の費用請求書」に証明の記載を求められたときは、

無償でこれを行うこと。 

(助 力) 

第７ 指定医療機関は、傷病労働者の病状が、看護又は移送の給付が行われる

必要があると認めた場合、速やかに当該傷病労働者又はその関係者にその手

続を取らせるよう必要な助力をすること。 

(診療録の記載及び整理) 

第８ 指定医療機関は、傷病労働者等に関する診療録を調整し、療養の給付、

アフターケア又は外科後処置に関し、必要な事項を記載しこれを他の診療録

と区別して整備すること。 

② 前項の診療録には、前項の事項のほか、次の事項を記載しなければならな

い。 

１ 診療に関して証明又は診断書の交付を行ったときは、当該証明又は診

断書等の概要と交付年月日 

２ 初診時に既往の身体障害が認められたときはその概要 

(帳簿等の保存) 

第９ 指定医療機関は、療養の給付、アフターケア又は外科後処置に関する帳

簿及び書類その他の記録をその完結の日から３年間保存すること。ただし、

診療録については、その完結の日から５年間とする。 

(通 知) 

第 10 指定医療機関は、傷病労働者等が次の各号の一に該当する場合には、遅

滞なく、意見を付して、その旨を所轄労働基準監督署長に通知すること。 

１ 傷病労働者の所属する事業場の保険関係について、疑わしい事情が認

められるとき 

２ 負傷又は疾病の原因又は発生状況について、傷病労働者又はその関係

者より聴取した事項と療養給付請求書に記載されている事実との間に

重大な相違が認められるとき 

３ 負傷又は疾病が業務上又は通勤によるものと認めることに疑いのあ

るとき 

４ 負傷又は疾病の原因が事業主又は労働者の故意又は重大な過失によ

るものと認められるとき 

② 指定医療機関は、傷病労働者等又はその関係者が次の各号の一に該当する

場合には、その診療又は証明を拒否するとともに、速やかにその旨を所轄労

働基準監督署長又は健康管理手帳及び外科後処置承認決定通知書を交付し

た都道府県労働局長に通知すること。 

１ 療養の給付、アフターケア若しくは外科後処置を請求した者又はその

関係者が詐欺その他不正な行為により、診療を受け若しくは受けようと

し又は診療を受けさせ若しくは受けさせようとしたとき 

２ 療養の給付、アフターケア又は外科後処置を請求した者が、正当な事

由がないにもかかわらず、診療担当医の診療に関する指示に従わないと



 

- 46 - 

 

き 

３ 不正又は不当な証明を強要したとき 

 

第２章 診療の方針 

 

(診療の一般的方針) 

第 11 診療担当医の診療は、第４及び第 12 から第 14 までの規定によるほか、

次に掲げるところによるものとする。 

１ 診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術、理学療法、その他の治

療は、一般に療養上必要があると認められる場合に、必要の程度におい

て行うこと。 

２ 医学上一般に医療効果の不明又は認められない特殊な療法又は新し

い療法は、これを行わないこと。 

３ 健康保険法の規定に基づき厚生大臣の定めるもの以外の医薬品は、原

則として施用し又は処方しないこと。ただし、傷病労働者の病状により

その必要が認められ、かつ、この効果が明らかに期待できると認められ

る場合には、この限りでないこと。 

４ 収容の指示は、療養上必要があると認められた場合のみ行い、収容を

必要とした療養上の理由が無くなったときは、直ちに退院の指示を行う

こと。 

５ アフターケアは、アフターケア実施要領に定める範囲内で行うこと。 

６ 外科後処置は、外科後処置実施要綱に定める範囲内で行うこと。 

(転医及び対診) 

第 12 診療担当医は、傷病労働者等の負傷又は疾病が自己の専門外にわたるも

のであるとき又はその診療について疑義があるときは、他の指定医療機関に

転医させ、又は他の診療担当医の対診を求める等診療について適切な措置を

講ずること。 

(転医の取扱い) 

第 13 診療担当医は、傷病労働者が他の医療機関に転医を希望する場合には、

当該傷病労働者の診療について、次に掲げる事項を記載した文書を当該傷病

労働者又はその関係者に交付し、転医後の医師又は歯科医師に提出するよう

指示すること。 

１ 傷病労働者の氏名、年令及び性別 

２ 傷病の部位及び傷病名 

３ 初診時における負傷又は疾病の状態(初診時において既往の身体障害

が認められたものについては、その概要も記載すること。)及び傷病の

経過の概要(手術又は検査の主要所見と病状の概要) 

② 診療担当医は、他の医療機関から転医してきた傷病労働者等について、そ

の病状から必要がある場合には、転医前の医療機関に対して当該傷病労働者

にかかわる転医前の診療の経過に関する文書を求めるものとする。 
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(施術の同意) 

第 14 診療担当医は、傷病労働者の負傷又は疾病が自己の診療行為を必要とす

る症状であるにも関わらず、みだりに施術業者の施術を受けることに同意を

与えてはならない。 

 

第３章 療養の給付に関する診療費の請求 

 

(診療費の算定方法等) 

第 15 指定医療機関が、診療の給付に関し政府に請求することを得る診療費の

額は、別に定めるところにより算定するものとする。 

② 政府は、指定医療機関から療養の給付に関する費用の請求書が提出された

ときは、別に定めるところにより審査を行いこれを支払うものとする。 

(診療費の請求手続) 

第 16 指定医療機関は、第 15 の規定により算定した毎月分の診療費用の額を労

働者災害補償保険診療費請求書に診療費請求内訳書を添付して、管轄労働局

長に提出すること。 

ただし、指定医療機関が行った次に掲げる各号の一に該当する診療につい

ては、それに要した費用の全部又は一部を支払わない。 

１ 労働者の業務外の負傷又は疾病についての診療 

２ 労災保険法第１２条の２の２の規定により療養の給付の制限を行う

旨所轄労働基準監督署長から通知があった後における診療 

３ 政府が必要と認めるものを超えた診療 

② 前項本文の規定にかかわらず、船内診療所にあっては、行った診療につい

て、本邦に寄港後、遅滞なく、労働者災害補償保険診療費請求書を管轄労働

局長に提出することとする。 

③ 第１項の労働者災害補償保険診療費請求書及び診療費請求内訳書は、厚生

労働省労働基準局長が定めた様式によるものとする。 

 

第４章 アフターケア及び外科後処置に関する委託費の請求 

 

(委託費の算定方法) 

第 17 指定医療機関が、アフターケア及び外科後処置に関し政府に請求するこ

とを得る委託費の額は、別に定めるところにより算定するものとする。 

② 政府は、指定医療機関からアフターケア及び外科後処置に関する費用の請

求書が提出されたときは、別に定めるところにより審査を行いこれを支払う

ものとする。 

(委託費の請求手続) 

第 18 指定医療機関は、本規定に基づいて行ったアフターケア及び外科後処置

に要した費用を請求しようとするときは、第 17 の規定により算定した毎月

分の診療費用の額を、アフターケアについては労働者災害補償保険アフター

ケア委託費請求書にアフターケア委託費請求内訳書を、外科後処置について

は外科後処置委託費請求書に内訳書を添付して管轄労働局長に提出するこ
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と。 

ただし、指定医療機関が行った次に掲げる各号の一に該当する診療につい

ては、それに要した費用の全部又は一部を支払わない。 

１ アフターケアの健康管理手帳に記載された疾病以外の負傷又は疾病

についての診療 

２ アフターケアの健康管理手帳に記載された疾病に係る政府が必要と

認める診療を超えた診療 

３ 外科後処置承認決定通知書に記載された処置内容以外についての診

療 

４ 外科後処置承認決定通知書に記載された処置内容に係る政府が必要

と認める診療を超えた診療 

② 前項の労働者災害補償保険アフターケア委託費請求書、アフターケア委託

費請求内訳書及び外科後処置委託費請求書等は、厚生労働省労働基準局長が

定めた様式によるものとする。 

 

第５章 指定医療機関の取扱い 

 

(指定期間等) 

第 19 則第１１条の規定による指定医療機関の指定は、指定日から起算して３

年を経過したときはその効力を失うものとする。ただし、指定の効力を失う

日前６月より同日前３月までの間に指定医療機関から別段の申し出がない

ときはその指定はその都度更新されるものとする。 

また、医業の廃止、休止又は指定の辞退により指定医療機関としての資格

の存続ができなくなったときは、指定医療機関の指定及び指定取消事務準則

の別紙様式第７号「労災保険指定医療機関休止・辞退届」により、指定を受

けた都道府県労働局長に届け出るものとする。 

(表示) 

第 20 指定医療機関は、則様式第１号又は第２号による標札を見やすい場所に

掲げること。 

 (標札) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式
第
一
号 

 
労

災

保

険

指

定

病

院 

様
式
第
二
号 

 
労

災

保

険

指

定

診

療

所 

(文字)  白 

(地色)濃  紺 

( 横 )5.5 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ 

( 縦 )10 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ 
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(指定の取消) 

第 21 指定医療機関が、次の各号の一に該当する場合においては、都道府県労

働局長は、その指定を取り消すことができる。 

１ 診療費用の請求に関し、不正行為があったとき 

２ 関係法令及び本規程に違反したとき 

② 前項により指定の取消しを受けた医療機関の開設者が当該決定に不服の

あるときは、決定の通知を受けた日から６０日以内に指定取消しを行った都

道府県労働局長に再調査を申し出ることができる。 

(変更事項の届出) 

第 22 指定医療機関の開設者は、次の各号の一に掲げる事由が生じたときは、

速やかにその旨及びその年月日の指定を行った都道府県労働局長に届け出

なければならない。 

１ 指定医療機関の開設者又は管理者に異動があったとき 

２ 名称又は所在地に変更があったとき 

３ 診療科目又は病床数に変更があったとき 

４ 健康保険診療報酬の算定に関する届出事項等に変更があったとき（施

設基準に係るものを除く） 

５ 指定申請の際に提出した医療機関施設等概要書に記載した重要事項

その他都道府県労働局長が必要と認めた事項に変更があったとき 

 

第６章 その他 

 

(施行期日等) 

第 23 平成２５年４月８日付け基発０４０８第１号による改正後の本規定は平

成２５年４月８日から施行する。 
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労災保険二次健康診断等給付担当規程 
  

               （平成１３年３月３０日付け基発第２３４号）  

             最終改正   令和２年６月３０日付け基発０６３０第１号   

  

第１章 二次健康診断等給付の担当 
  

（任務）  

第１ 労働者災害補償保険法施行規則（以下「則」という。）第１１条の３の規

定に基づき都道府県労働局長の指定を受けた病院及び診療所（以下「健診給

付医療機関」という。）は、則第１１条の３第１項の規定により、政府が行

うべき二次健康診断等給付を政府に代わって行うものとすること。  

 ②  健診給付医療機関は、労働者災害補償保険法の規定によるほか、この規

程の定めるところにより、二次健康診断等給付を受けることができる者の二

次健康診断等給付を担当すること。  

 ③  健診給付医療機関は、当該健診給付医療機関において二次健康診断等給

付に従事する医師（以下「健診担当医」という。）をして前２項の規定に遵

守させるものとすること。  

（二次健康診断等給付の担当の範囲）  

第２ 健診給付医療機関が担当する二次健康診断等給付の範囲は次のとおりと

すること。  

  １ 二次健康診断  

  （１）空腹時の低比重リポ蛋白コレステロール（ＬＤＬコレステロール）、高

比重リポ蛋白コレステロール（ＨＤＬコレステロール）及び血清トリグ

リセライドの量の検査  

  （２）空腹時の血中グルコースの量の変化  

  （３）ヘモグロビンＡ１Ｃ検査  

      ただし、一次健康診断においてヘモグロビンＡ１Ｃ検査を行っていた場

合を除く。  

  （４）負荷心電図検査又は胸部超音波検査  

  （５）頸部超音波検査  

  （６）微量アルブミン尿検査  

      ただし、一次健康診断における尿中蛋白の有無の検査において、疑陽性

（±）又は弱陽性（＋）の所見があると判断された場合に限る。   

  ２ 特定保健指導  

  （１）生活指導  

  （２）栄養指導  

  （３）運動指導  

（二次健康診断等給付の担当方針）  

第３ 健診給付医療機関及び健診担当医は、次に掲げる方針により二次健康診

断等給付を行うものとすること。  

  １ 二次健康診断に当たっては、的確な診断を行うこと  
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  ２ 二次健康診断及び特定保健指導（以下「二次健康診断等」という。）に当

たっては、懇切丁寧を旨とし、給付対象者に理解し易いように伝達・指導

すること  

  ３ 二次健康診断に当たっては、常に医学の立場を堅持し、給付対象者の心身

の状態を観察すること  

４ 特定保健指導については、別添「特定保健指導の実施基準」に基づき実施

すること  

②  胸部超音波検査及び頸部超音波検査の一方又は両方を他の医療機関に委

託する場合にあっては、胸部超音波検査及び頸部超音波検査について他の適

当な医療機関を紹介すること。  

（受給資格の確認等）  

第４ 健診給付医療機関は、給付対象者から二次健康診断等給付を受けることを

求められたときは、その者の提出する「二次健康診断等給付請求書」（事業

主証明欄が記載されているものに限る。以下「給付請求書」という。）及び

添付書類（一次健康診断の受診日及びその健康診断結果が記載されているも

のに限る。）によって二次健康診断等給付を受ける資格があることを確認し

た後、二次健康診断等を行うこと。  

 ②  給付対象者から提出された前項の給付請求書は、当該給付請求書に当該

健診給付医療機関の名称を記入の上、遅滞なく、健診給付医療機関の所在地

を管轄する労働局長（以下「所轄労働局長」という。）に対し提出しなけれ

ばならないこと。  

（助力）  

第５ 健診給付医療機関は、給付対象者の状態が療養を行われる必要があると 

めた場合、速やかに当該対象者又はその関係者に医療行為の手続を取らせ

るよう、必要な助力をすること。  

     この場合、全てが労働者災害補償保険の対象となるものでないことに留

意すること。  

（個人情報の保護）  

第６ 健診給付医療機関は、個人情報の保護の重要性を認識し、二次健康診断等

に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切

に取り扱わなければならないこと。  

②  健診給付医療機関は、二次健康診断等に関して知り得た個人情報の漏えい、

滅失及びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講

じること。また、みだりに他人に知らせてはならないこと。  

③  健診給付医療機関は、二次健康診断等を処理するために個人情報を収集す

るときは、目的を明確にするとともに、目的を達成するために必要な範囲内

で、適法かつ公正な手段により行わなければならないこと。また、二次健康

診断等を処理するために個人情報を収集するときは、本人から収集し、本人

以外から収集するときは、本人の同意を得た上で収集しなければならないこ

と。  

④  健診給付医療機関は、二次健康診断等に関して知り得た個人情報を二次健

康診断等の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならな
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いこと。  

ただし、特定保健指導の実施において給付対象者から同意を得ている場合

に限り事業場に選任されている産業医等に対し、特定保健指導の結果につい

て提供を行うことができること。  

⑤  健診給付医療機関は、二次健康診断等を行うための個人情報の処理は、自

ら行うものとし、第三者にその処理を提供してはならないこと。  

ただし、健診給付医療機関が、胸部超音波検査及び頸部超音波検査並びに

採血及び採尿の成分の分析の実施を委託することを予め明示しており、その

明示している内容の範囲において業務の一部を委託する場合には、この限り

ではないこと。  

（二次健康診断等の記録の記載及び整理）  

第７ 健診給付医療機関は、給付対象者に関する二次健康診断等の記録を調整し、

二次健康診断等給付に関し必要な事項を記載し、これを他の診療録及び健康

診断記録と区別して整備すること。  

（帳簿の保存）  

第８ 健診給付医療機関は、二次健康診断等給付に関する帳簿及び書類その他の

記録をその完結の日から３年間保存すること。  

（通知）  

第９ 健診給付医療機関は、給付対象者が次の各号の一に該当する場合には、遅

滞なく、意見を付して、その旨を給付対象者の所属する事業場の所在地を管

轄する労働局長（以下「所轄労働局長」という。）に通知すること。  

  １ 給付対象者の所属する事業場の保険関係について疑わしい事情が認めら

れるとき  

  ２ 一次健康診断の受診年月日に疑いのあるとき  

  ３ 一次健康診断の結果に疑いのあるとき  

 ②  健診給付医療機関は、給付対象者が次の各号の一に該当する場合には、

その二次健康診断等又は証明を拒否するとともに、速やかにその旨を所轄労

働局長に通知すること。  

  １ 二次健康診断等給付を請求した者又はその関係者が詐欺その他不正な行

為により二次健康診断等を受け若しくは受けようとし又は二次健康診断等

給付を受けさせ若しくは受けさせようとしたとき  

  ２ 不正又は不当な証明を強要したとき  

 

第２章 二次健康診断等の方針 
  

（二次健康診断等の一般方針）  

第 10 健診担当医による二次健康診断等は、第３の規定によるほか、次に掲げる

ところによるものとすること。  

  １ 二次健康診断等と同時に当該給付の健康診断の検査項目以外の検査項目

及び特定保健指導の指導項目以外の指導項目を行わないこと 

  ２ 二次健康診断の検査項目及び特定保健指導の指導項目は、その全てを行う

こと  
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  ３ 二次健康診断の検査のうち、胸部超音波検査及び頸部超音波検査並びに採

血及び採尿の成分の分析以外については当該健診給付医療機関以外で行っ

てはならないこと  

  ４ 給付対象者に二次健康診断等受診結果を交付する際は、二次健康診断等の

重要性について丁寧に説明を行い、「事業主提出用」の用紙を確実に提出す

るよう働きかけを行うこと  

 

第３章 二次健康診断等給付に関する診療費の請求 
  

（健診費用の算定方法等）  

第 11 健診給付医療機関が、二次健康診断等給付に関し政府に請求することを得

る二次健康診断等に要した費用（以下「健診費用」という。）の額は、別紙

により算定するものとすること。  

② 政府は、健診給付医療機関から二次健康診断等給付に関する費用の請求書

が提出されたときは、別に定めるところにより審査を行いこれを支払うもの

とすること。  

（健診費用の請求手続き）  

第 12 健診給付医療機関は、第 11 の規定により算定した毎月分の健診費用の額

を労働者災害補償保険二次健康診断等費用請求書（以下「費用請求書」とい

う。）に二次健康診断等費用請求内訳書（以下「内訳書」という。）を添付し

て、管轄労働局長に提出すること。  

   ただし、健診給付医療機関が行った次の各号の一に該当する二次健康診断等

については、それに要した費用の全部又は一部を支払わないこと。  

   １ 第２の規定の１号に定める検査以外の検査及び同２号に定める特定保健

指導以外の保健指導  

   ２ 二次健康診断の結果、脳・心臓疾患の症状を有していると診断された場

合の特定保健指導  

② 前項の費用請求書及び内訳書は、厚生労働省労働基準局長が定めた様式に

よるものとすること。  

③ 胸部超音波検査及び頸部超音波検査の一方又は両方を他の医療機関に委託

する場合にあっては、特定保健指導を行った健診給付医療機関が健診費用を

請求すること。 

また、その場合の費用配分等については、的確な経理管理を行うこと。  

  

第４章 健診給付医療機関の取扱い 
  

（指定期間等）  

第 13 則第１１条の３の規定による健診給付医療機関の指定は、指定日から起算

して３年を経過したときはその効力を失うものとすること。  

ただし、指定の効力を失う日前６月より同日前３月までの間に健診給付医

療機関から別段の申し出がないときはその指定はその都度更新されるもの

とすること。また、医業の廃止、休止又は指定の辞退により健診給付医療機
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関としての資格の存続ができなくなったときは、様式第６号「労災保険健診

給付医療機関休止・辞退届」により、当該指定を行った管轄労働局長に届け

出るものとすること。 

この場合、当該健診給付医療機関の所在地を管轄する労働基準監督署長

（以下「管轄監督署長」という。）を経由する方法によることも可能とする

こと。  

（表示）  

第 14 健診給付医療機関は、則様式第５号及び第６号による標札を見やすい場所

に掲げること。  

（指定の取消し）  

第 15 健診給付医療機関が、次の各号の一に該当する場合においては、管轄労働

局長は、その指定を取り消すことができること。  

  １ 健診費用の請求に関し、不正行為があったとき  

  ２ 関係法令及び本規程に違反したとき  

 ② 前項により指定の取り消しを受けた医療機関の開設者が当該決定に不服が

あるときは、決定の通知を受けた日から３か月以内に指定取消しを行った管

轄労働局長に再調査を申し出ることができること。  

（変更事項の届出）  

第 16 健診給付医療機関の開設者は、次の各号の一に掲げる事由が生じたときは、

速やかにその旨及びその年月日を管轄労働局長に届け出なければならない

こと。  

この場合、管轄監督署長を経由する方法によることも可能とすること。  

  １ 健診給付医療機関の代表者（法人にあっては当該法人の代表者、個人にあ

っては当該個人）に異動があったとき  

  ２ 名称又は所在地に変更があったとき  

  ３ 指定申請の際に提出した健康診断施設等概要書に記載した重要事項その

他都道府県労働局長が必要と認めた事項に変更があったとき  
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別紙 

  健診費用算定組合せ表 

検 査 項 目 検 査 の 有 無 

空腹時血糖値検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

空腹時血中脂質検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ヘモグロビン Alc 検査 ○ × ○ × ○ × ○ × 

負荷心電図検査 × × × × ○ ○ ○ ○ 

胸部超音波検査 ○ ○ ○ ○ × × × × 

頸部超音波検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

微量アルブミン尿検査 ○ ○ × × ○ ○ × × 

特定保健指導を行った

場合の合計額(円) 
32,332 30,244 30,700 28,612 26,332 24,244 24,700 22,612 

特定保健指導を行わな

い場合の合計額(円) 
25,132 23,044 23,500 21,412 19,132 17,044 17,500 15,412 

   

＜留意事項＞  

１ ヘモグロビン A１c 検査について  

    一次健康診断において、既にヘモグロビン A1c 検査を受診していた場合に 

は、二次健康診断等給付においては当該検査は支給できない。  

２ 負荷心電図検査及び胸部超音波検査については、いずれか一方の支給に限る  

のとする。 

   なお、負荷心電図検査については「四肢単極誘導及び胸部誘導を含む最低 12 

誘導」により実施すること。胸部超音波検査については、「経胸壁心エコー法」 

により実施すること。  

３ 微量アルブミン尿検査について  

  一次健康診断において、尿検査の結果が疑陽性（±）又は弱陽性（＋）の場

合に限り、二次健康診断において微量アルブミン尿検査を支給できる。  

  微量アルブミン尿検査については、「定量」により実施すること。  

４ 特定保健指導を行った場合と行わない場合では、金額が異なるので注意する 

こと。  
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特定保健指導の実施基準 
１ 特定保健指導を実施する目的  

特定保健指導は、医師又は保健師が受診者に栄養指導（適切なカロリーの摂   

取等食生活上の指針を示す指導）、運動指導（必要な運動の指針を示す指導）

及び生活指導（飲酒、喫煙、睡眠等 の生活習慣に係る指導）を行い、生活習

慣の改善の必要性を説明するとともに、生活上の問題点及び就労上の問題点を

抽出し、事業主に対し、二次健康診断結果と併せて就業上の配慮に結びつく情

報を伝達することにより、脳・心臓疾患の発生の予防を図ることを目的として

いる。  

２ 特定保健指導の実施基準を策定した趣旨  
特定保健指導は、栄養指導、運動指導及び生活指導 のすべてを行うもので

あるが、これまで具体的な実施内容や実施方法等を定めていなかったことから、

今般、特定保健指導の実施内容、実施方法、実施時間の目安等を定めた実施基

準を策定したものである。 

本実施基準を策定することにより、健診給付医療機関ごとに異なっていた特 

定 保健指導の実施内容、実施方法、実施時間の斉一性が図られることになり、

もって、脳・心臓疾患の発生の適切な予防に資することとなる。  

３ 特定保 健指導の 除外対象者  
労働者災害補償保険法（以下「法」という。）第 26 条第３項の規定により

二次健康診断の結果その他の事情により既に脳血管疾患又は心臓疾患の症状

を有すると認められる労働者については、特定保健指導を行わないものとされ

ている。   

４ 特定保 健指導の実施者  
(1) 法第 26 条第２項第２号の規定により、特定保健指導は医師又は保健師が

行うこととされているが、二次健康診断等の受診結果には医師の所見を記入

することとしており、当該所見により、事業主に対して受診者の就業上の配 

慮に結びつく情報が伝達されることから、面接指導は主に医師が行うものと

する。  

なお、面接指導の一部を保健師が行う場合は、医師の指示を基に具体的な

指導を行う。  

(2) 面接指導を行う医師は、特定保健指導を行うにあたって十分な知識と経験

を有する者とする。  

(3) 栄養指導については、主として管理栄養士が実施することとしても差し支

えない。  

５ 特定保健指導の 実施内容 （別紙１ フロー図参照）  
(1) 労働者又は事業所担当者からの申し込みの受付  

(2) 名簿取り寄せ、日程調整 等の事務処理  

(3) 就労の状況等に係る質問票 の回収  

(4) 二次健康診断（検査）の実施  

(5) 面接指導の事前準備  

(6) 面接 指導の実施  
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(7) 二次健康診断等の受診結果の記入  

(8) 質問票、指導票及び受診結果の保管  

(9) 受診結果の通知  

  

６ 特定保健指導の実施方法（面接指導の進め方や注意点等）  
(1) 面接指導の事前準備  

事前準備として、受診者が記入した「就労の状況等に係る質問票」（別紙２。

以下「質問票」という。）により、受診者の就労の状況、睡眠時間の状況、日

常生活の状況等を把握する。  

また、各種検査結果 の数値や頸部 超音波検査 及び胸部超音波検査（該当

者のみ）の画像を確認し、受診者の健康状態を把握する。  

(2) 面接指導の実施  

  ア 「二次健康診断等給付 特定保健指導票」（別紙３。以下「指導票」という。）

に沿って、受診者に対して、①日常 生活に関する事項（栄養、運動、生活）、

②就労の状況に関する事項に関し順次問診し、受診者の抱える問題点を把握

する。 

この際、問診項目の確実な実施のため、問診した項目にチェックする。  

  イ 問診等により明らかとなった栄養、運動、生活に関する指導項目について

受診者に指導するとともに、指導票の「重点を置く指導項目」欄をチェック

する。また、生活上の問題点を抽出し、指導票の所定欄に記入する。  

  ウ 問診等により明らかとなった就労の状況に関する指導項目について受診

者に指導するとともに、指導票の「重点を置く指導項目」欄をチェックする。

また、就労上の問題点を抽出し、指導票 の所定欄に記入する。  

  エ 面接指導に際し、受診者に対し、  

     ・生活習慣と二次健康診断の結果との関係  

・生活習慣を振り返る必要性  

・脳・心臓疾患に関する知識  

・脳・心臓疾患が受診者本人の生活に及ぼす影響  

等から生活習慣の改善の必要性について説明する。  

オ 面接指導に当たっては、画一的な指導ではなく、個々の受診者に合わせた

指導を行い、生 活習慣を改善する場合の利点及び改善しない場合の不利益

について指導する。   

   カ 指導票の最下段に設けた産業医等への情報提供の同意欄について、求め

があった場合に詳細な情報を提供することの必要性 を説明し、情報提供の

同意を得た場合、署名を求める。  

(3) 二次健康診断等の受診結果の記入  

ア 面接指導終了後、「二次健康診断等の受診結果」（別紙４。以下「受診結果」 

という。）の医師の所見欄に二次健康診断及び特定保健指導の結果を踏まえ 

た所見を記入する。その際、「「二次健康診断等の受診結果」の医師の所見    

を記入する際に必要な視点及び記入例」（別紙５）を参考にする。  

イ 特定保健指導に係る医師の所見欄には、指導票を基に本人の認識、考え方 

及び指導内容を記入する。  
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ウ 二次健康診断等の結果における医師の所見欄には、二次健康診断（検査）

結果及び特定保健指導の結果を踏まえ、脳・心臓疾患の発生を予防するため

に事業主が行うべき就業上の措置（配慮に結びつく情報を記入する。）  

７ 特定保健指導の実施時間の目安  
特定保健指導における面接指導の実施時間の目安は 20 分以上とする。  

これは、二次健康診断の検査結果（必要があれば一次健康診断の検査結果 

も併せて）を説明し、受診者が記入した質問票の内容を参考に、指導票に沿

って栄養指導、運動指導及び生活指導を行い、各項目、生活上の問題点及び

就労上の問題点を抽出して記入するまでの所要時間を考慮したものである。  

８ 受診結果の通知について  
(1) 二次健康診断等の結果を受診 者に知らせ、受診者に、自分自身の健康状

態 、面接指導された内容及び就業する上で事業主に取ってもらうべき必要

な措置又は配慮してもらう事項 を理解してもらう必要がある。  

(2) 受診結果を受診者本人に直接渡す場合は、ただ渡すだけではなく、二次健

康診断等の重要性について丁寧に説明を行い、受診結果を事業主に確実に提

出するよう働きかけを行うことが必要である。  

また、郵送で受診結果を交付する場合は、直接渡す場合と同様に二次健康

診断等の重要性について理解してもらうとともに、受診結果を事業主に確実

に提出することを勧奨する内容を記載した文書を同封する。  

９ 特定保健指導の費用の額  
特定保健指導の費用の額は７，２００円とする。  

特定保健指導を行うに当たっては、医師等に加え事務担当者が様々な事務 

処理を行うこととなる。  

費用の額は、特定保健指導の実施に要する医師等の給与、社会保険料等の

人件費及び諸経費を積算して算定したものである。 
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- 62 - 
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別紙５ 
 

「二 次 健 康 診 断 等 の受 診 結 果 」の医師の所見  

を記入する際に必要な視点及び記入例  
  

  

１  「二次健康診断結果（負荷心電図検査又は胸部超音波検査、頸部超音波検 

査）」に係る医師の所見を記入する際に必要な視点 

 ☆ 検査結果を基に受診者にわかりやすい表現で記入する  

【記 入 例 】  

 ・動脈瘤の大きさは、現在のところ許容範囲内ではありますが、今後も定期的 

な検査を受けて経過を観察し主治医の判断を仰いでください。  

 ・心電図で確認したとおり不整脈があるようなので今後も定期検査を必ず受 

診してください。  

・運動時のほか安静時においても発作が出る等の変化が起きた場合はすぐ主治 

医に相談してください。  

   

２  「特定保健指導」の結果に係る医師の所見（面接指導の内容）を記入する

際に必要な視点  

☆ 指導票を基に本人の認識、考え方及び指導内容を記入する  

【記 入 例 】  

  ・肥満傾向で食事量が多いため、食事摂取量を適正にするよう指導しました

が本人から前向きな回答は得られませんでした。  

  ・油、味の濃いものが好きなようです。控えなければ血圧が今以上に高くな

り、リスクが高まる旨お話しましたが、好きなものを食べたいとの考えは変 

わっていないようです。  

  ・毎日飲酒しているとのことなので、週１回休肝日を設け、毎日の飲酒量も

減らすよう指導しました。本人も前向きに考えていましたので、継続して取 

り組んでいるか確認をお願いします。  

  ・体重を減らすため毎日の運動を勧めましたが、本人は時間がとれないこと

を理由に前向きには考えていない様子でした。  

  ・禁煙を勧めましたが本人は頑なに拒否しています。食事、運動と合わせ禁

煙のメリット、身体への効果を説明して理解させることが必要なので継続 

して指導した方がよいと考えます。  

  ・職場環境が暑いことによる体調不良を訴えていましたので、身体的負荷を

減らすだけでなく、こまめな水分補給ができるような体制を作るよう検討 

をお願いします。  

  

３  「二次健康診断等の結果における医師の所見（ 就業上の措置又は配慮すべ

き事項 ）」を記入する際に必要な視点  

  ☆ 受診者の就業上の配慮に結びつく情報を伝達する  
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8【記 入 例 】  

  ・検査の結果 、○○○○の数値が高いことから本人には食事面の指導を重点 

的に行いました。また、瘤破裂が発生する可能性がありますので、職場にお

いては不規則な食事時間を改善できるように勤務形態の見直しをすること

と、身体的負荷が大きい作業は控えることが望まれます。  

  ・検査の結果、心筋虚血の可能性があることが認 められました。精査をお勧 

めするとともに、恒常的に時間外労働が多いので、睡眠が十分確保できるよ

うに勤務シフトの見直しの検討などをお願いします。  

  ・短時間で食事を済ませるために食事内容に偏りが見られます。休憩時間（昼 

食時間）を確実に確保できるような取組や定期的に運動ができるような取 

組を検討してください。  

  ・残業時間は月 60 時間未満ですが、検査結果、飲酒回数、飲酒量、喫煙状況 

及び運動不足等から産業医等による面接指導を実施し、生活習慣の改善と治 

療を開始することが望まれます。労働時間が増加することのないよう配慮 

してください。  

  ・検査の結果、○○○○、○○○○、○○○○○が高めです。放置すると動

脈硬化症を進行させる原因となります。規則正しい食事や適度な運動を励 

行して体重減少に努めるよう指導しました。不規則な勤務時間、時間外労働 

時間の増加を避け、睡眠時間を確保できるよう配慮してください。  

  

４ 就業上の措置又は配慮すべき事項は特にないと判断した結果を記入する視 

点  

☆ 一次健康診断で産業医等が異常の所見があると診断した項目に対応した視 

点をもって記入する  

【記 入 例 】  

 ・検査の結果、現時点では就業上の問題点は抽出されませんでしたが、受診者 

は血圧を気にかけているようですのでご留意ください  

 ・検査の結果、現時点では○○○○に異常が認められませんでしたが、今後も

長時間労働を避け、○○○○の数値が上昇した場合は速やかに医療機関を受 

診させるようご留意ください。  
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労災指定病院等登録（変更）報告書 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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※コピーして使用することはできません。 
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労災指定医療機関変更届 
  

変 更 事 項 

 

 

 

 

 

 

変 更 前 

 

 

 

 

 

 

変 更 後 

 

 

 

 

 

 

変 更 年 月 日 

変 

更 

事 

由 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

上記のとおり変更しましたのでお届けします。  

 

令和  年  月  日 

 

指定医番号   ４２ 

所 在 地 

名   称 

開設者又は代表者氏名                      

 

 

長 崎 労 働 局 長  殿 
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様式第７号 

労災保険指定医療機関休止・辞退届 
 

 

 

病院（診療所） 

 

 

 

名 称 

 

 

 

 

 

所在地 

 

 

 

 

  

 上記の病院（診療所）について、下記の理由により労働者災害補償保険法施行規則第

１１条第１項の規定による病院（診療所）としての指定を休止・辞退したく届出いたし

ます。 

 

 

休止・辞退年月日          

 

        

年 月 日           

 

 

 

休止・辞退する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休 止 予 定 期 間          

 

    

年  月  日 ～  年  月  日                     

 

 

令和   年 月 日           

  

 長 崎 労 働 局 長            殿 

 
          

開設者住所 

 

 〃 氏名                     
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様式第６号 

 

労災保険二次健診等給付医療機関休止・辞退届 
 

 

 

 

 上記の病院（診療所）は、下記の理由により労働者災害補償保険法施行規則第１１条

の３第１項の規定による指定健診機関としての指定を休止・辞退したく届出いたします。 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

住所                     

 

          開設者  氏名                     

 

 

 

 長崎労働局長  殿 

指定健診機関 

指定番号 
        

名 称 
 

所 在 地 
 

 

休止・辞退年月日 令和   年   月   日 

休止・辞退する理由 

 

 

 

休 止 予 定 期 間 令和   年   月   日～   年   月   日 
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治療用装具等の取扱 
◎ レセプト請求 

● 療養の費用請求（７号・16 号の５）、治療用装具証明書添付 

□ 義肢等補装具費支給申請 

項   目 取             扱 

◎装着式収尿器 

（人工膀胱） 

支給 

療養給付…都道府県購入価格を 10 円で除した点数×診療単価 

療養費…本人が購入した実費 

◎人工肛門受便器 

（ペロッテ） 

支給 

装着式収尿器の取扱いに準じる。 

◎浣腸剤 支給 

せき髄損等神経系の障害による便秘症のある患者で、自力による

排便管理の訓練を行っている者に支給 

◎ ソ フ ト コ ン タ ク ト

レンズ 

支給 

（注）視力の屈折矯正のために使用するコンタクトレンズは除く。 

都道府県購入価格を 10 円で除した点数×診療単価 

◎伸縮性包帯 頭部・頸部・躯幹固定用の他、四肢固定用についても支給を認め

る。なお、バストバンド、トラコバンド等は躯幹固定用伸縮性包

帯に含める。 

◎滅菌ガーゼ 支給 

せき髄損傷等による重度の障害者のうち、尿路変更による皮膚瘻

を形成しているもの又は尿路へカテーテルを留置しているもの若

しくはこれらに類する創部を有するもの。 

自宅等で頻繁にガーゼを必要とするため、診療担当医が投与の必

要を認めたもの（通院療養者に限る。）。 

◎ 腰 部 又 は 胸 部 固 定

帯、頚椎固定用シー

ネ、鎖骨固定帯、膝・

足関節の創部固定帯

(コルセット、ポリネ

ック、クラビクルバ

ンド等) 

療養上必要あるものは療養の給付として支給すべき治療材料に属

するものとして療養費として支給する。 

●義眼 眼球摘出後眼窩保護用として支給 

●義歯 義歯を業務災害により破損した場合、これに要する修理は療養補

償の範囲に含める。 

●歩行補助器 

 松葉杖 

医療機関がこれを本人に貸与すべきであるが、療養目的をもって

自己が購入した場合は、療養費として支給して差し支えない。 

● 義 肢 装 着 前 の 訓 練

用装具 

（練習用仮義足） 

症状固定前の仮義手及び仮義足（義手に係る装飾用並びに義足に

係る作業用は除く。）については、診療担当医の指示、指導のもと

に使用する場合、1 回に限り治療用装具として支給する。 

●保護帽子 

（ 頭 蓋 骨 欠 損 部 分

保護） 

人工骨を挿入するまでの間、頭蓋骨欠損部分を保護するためのも

のとして支給する。 

● フ ロ ー テ ー シ ョ ン

パッド 

支給 

自力による体位変換が不可能若しくは困難な状態が長期間にわた

ると見込まれる傷病労働者に対し、1 人につき 1 枚支給 

□補聴器 不支給 

（傷病が治ゆした者には、社会復帰促進等事業から支給） 

□眼鏡 不支給 

（傷病が治ゆし、視力が 0.6 以下に低下した者については、社会

復帰促進等事業から支給） 

スポンジ円座 

スポンジベッド 

不支給 
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療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書（裏面） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の費用請求書（表面） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 



 

- 75 - 

 

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の費用請求書（裏面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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休業補償給付支給請求書（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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休業補償給付支給請求書（裏面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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休業補償給付支給請求書（別紙１）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※コピーして使用することはできません。 
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休業補償給付支給請求書（別紙１）（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※コピーして使用することはできません。 
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障害補償給付支給請求書（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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障害補償給付支給請求書（裏面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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障害補償給付支給請求書（添付）「障害状況診断書 １ページ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※コピーして使用することはできません。 

長崎労働局管内では、様式第 10 号の「診断書」は用いず、

以下に掲げている様式第 10 号（添付）「障害状況診断書」（Ａ

３サイズの１枚もの）を使用しています。 
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障害補償給付支給請求書（添付）「障害状況診断書 ２ページ」 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養給付たる療養の給付請求書（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養給付たる療養の給付請求書（裏面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届（裏面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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二次健康診断等給付請求書（表面） 

 
※コピーして使用することはできません。 
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二次健康診断等給付請求書（裏面） 

 
 

※コピーして使用することはできません。 
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第４ その他  

 １ 労災レセプト電算処理システムのご案内 

 医療分野における情報化が進展し、健康保険等における診療報酬請求の

電子化が図られる中、労災診療費においても、電子レセプトによる請求が

可能となるよう、平成２６年１月から労災レセプト電算処理システムが稼

働しています。 

 このシステムは、現在使用している健康保険のオンライン請求で使用し

ているレセプトコンピュータ（送信用コンピュータ）を労災レセプト対応

に改修することで利用することができるものです。（改修方法等について

は、お使いのレセプトコンピュータメーカーにご相談ください。） 

 導入・利用を開始していない医療機関におかれては、労災診療費のおけ

る電子レセプト請求について、ご検討いただきますよう、お願い申し上げ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


